
内閣官房　地域活性化統合事務局

担当省庁
担当課

根拠法令 対応 理由・根拠となるデータ・法令解釈・条件/代替案の内容とその妥当性・論点など 対応 理由等

79 次世代自動車・スマー
トエネルギー特区

ハイパーエネル
ギーステーション
の普及

ガソリン、軽油、天然ガスに加え、電
気自動車（EV）用の電気の充電や
水素燃料電池自動車（FCV）用の水
素の充填が可能なハイパーエネル
ギーステーションを整備する。

急速充電器本体価格の1/2（上
限：150万円）を補助(拡充)。
工事費、認証システム設置費に
ついて補助拡充を求める。

自動車課 C
既に、経済産業省では、平成２１年度より急速充電設備の本体価格の一部を補助する
制度を実施しているところ。これまでの支援により、量産効果等による価格低減が進む
とともに、設置基数も着実に増加している。このように現在の支援水準により著しく急速
充電設備の設置・普及が遅れている状況にはなく、現時点では当該措置の拡充は想定
していない。

c
ハイパーエネルギーステーションの整備については、目標としている100ヵ所のうちの大半が中規模以下の事業者が主体となること、国の目標を大きく上回るペー
スで急速充電器を設置する必要があることの2点から、現状の支援内容では地域の政策課題に向けて設定した目標の達成が困難と考えられる。
ついては、例えば「整備主体の経営規模を勘案すること」「自治体による協調補助とすること」「自治体の知見等を活用した必要経費の適正な見積と検査を実施す
ること」等、工事費を対象とした補助制度を整備するために必要な条件について検討し、ご提示いただきたい。
また、国の制度拡充に合わせて、市も本体価格に加えて工事費を対象とし、国と協調した制度とする考えである。

工事費を対象とした補
助制度の整備するため
の条件について引き続
き協議を行う。
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80 次世代自動車・スマー
トエネルギー特区

ハイパーエネル
ギーステーション
の普及

ガソリン、軽油、天然ガスに加え、電
気自動車（EV）用の電気の充電や
水素燃料電池自動車（FCV）用の水
素の充填が可能なハイパーエネル
ギーステーションを整備する。

補助率、上限額の引上げ（補助
率1/4⇒8/10、上限750万円程
度⇒2,400万円）を求める。

石油流通課
新エネル
ギー課（合
議）、情報通
信機器課
（合議）

C

今回の東日本大震災では、ＳＳにおいて太陽光発電システムが有効に稼働しなかった
例があることを踏まえ、災害時のエネルギー供給拠点という観点からは、太陽光発電シ
ステムの設置を支援することは最適ではないと考えるため、いただいたご提案どおりの
対応はできない。なお、SSに限った制度ではないが、再生可能エネルギーの導入拡大
や電力使用のピークカット等の観点から、自家消費型の太陽光発電システムについて
の補助制度を来年度から新規で要求しているほか、定置用リチウムイオン蓄電池の導
入についての補助を行う制度が既に存在しており、これらを活用することは可能である。

b
ハイパーエネルギーステーションの整備については、「災害時のバックアップ電源等災害対応」と「低炭素化」の両立が必要であると考えている。「災害対応」のため
の発電機については、現行制度で支援が得られるのであれば了解する。太陽光発電設備や蓄電池の設置については、ご提案の平成24年度予算要求に盛り込ま
れている制度の活用を検討していくが、主にＳＳの低炭素化のための太陽光発電設備や蓄電池の設置に対する支援について、検討していただきたい。平成24年
度予算の執行にあたっては、地域のＳＳ経営者が事業の検討、実施に十分な時間が取れるよう、予算成立後、速やかに制度の具体的な内容を明らかするととも
に、事前相談等に各担当課が連携して前向きに対応していただくことをお願いしたい。

・災害対応のための発
電機に対する補助制度
について、引き続き協
議を行う。
・経済産業省において、
太陽光発電システムに
係る補助制度が存在し
ていることから、SSの低
炭素化についても同様
の支援が可能である
か、引き続き協議を行
う。
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81 次世代自動車・スマー
トエネルギー特区

ハイパーエネル
ギーステーション
の普及

ガソリン、軽油、天然ガスに加え、電
気自動車（EV）用の電気の充電や
水素燃料電池自動車（FCV）用の水
素の充填が可能なハイパーエネル
ギーステーションを整備する。

工事費の補助の創設を求める。
補助率9/10、上限額3億6,000万
円（CNGスタンドの建設費に対す
る補助制度の創設時と同様）。

燃料電池推
進室・自動
車課（合議)

C
水素充填設備の設置に対する支援については、燃料電池自動車の本格導入や、水素
ステーションの全国展開を踏まえて今後検討する必要があると考えているが、今後の支
援施策は今まさに行っている研究開発や実証事業の結果を基に検討していくべきであ
り、現時点で対応することはできない。

b
燃料電池自動車の本格導入や、水素ステーションの全国展開を踏まえての検討では、支援施策に必要な予算が2015年までに措置されないおそれがある。整備の
決定から開業まで1年以上かかることを考えると、2015年から地域において水素ステーションを運営するには、2013年には支援内容が決定している必要があること
から平成25年度概算要求について検討していただきたい。

2015年の燃料電池自動
車・水素ステーションの
普及開始と設置補助と
の関連について引き続
き協議を行う。
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総合特区名称整理番号

国際戦略総合特別区域及び地域活性化総合特別区域における財政上の支援措置の改善提案に対する国と地方の協議の結果について（書面協議）

内閣府整理（コメント欄）
（4/3時点）

内閣府整理
Ⅰ～Ⅳ
Ⅰ：実現が可能となったもの
Ⅱ：実現に向けた条件、代替
案等の検討を継続して行うも
の
Ⅲ：実現不可能なため、各省
に対して深堀の検討を依頼
するもの
Ⅳ：指定自治体で代替案を
含む提案内容の再検討を行
うもの

提案事項名 提案事項の具体的内容（１） 提案事項の具体的内容(2)

国と地方の協議【書面協議】　担当省庁の見解（3/9時点）
（対応欄　Ａ：概算要求等として引き続き検討（全国展開、特区含む。）、Ｂ：現行制度で対応可能、Ｃ：対応しない、Ｚ：指定自治体が検討）

国と地方協議【書面協議】　指定自治体の回答（3/22時点）
（a:了解　ｂ：条件付き了解　ｃ：受け入れられない　ｄ：その他）



内閣官房　地域活性化統合事務局

対応 理由・根拠となるデータ・法令解釈・条件/代替案の内容とその妥当性・論点など 対応 理由等

79 次世代自動車・スマー
トエネルギー特区

ハイパーエネル
ギーステーション
の普及

ガソリン、軽油、天然ガスに加え、
電気自動車（EV）用の電気の充電
や水素燃料電池自動車（FCV）用の
水素の充填が可能なハイパーエネ
ルギーステーションを整備する。

急速充電器本体価格の1/2（上
限：150万円）を補助(拡充)。
工事費、認証システム設置費に
ついて補助拡充を求める。

C
さいたま市において掲げている急速充電器設置に関する目標について、当該目標設置数の必要性及び設定根拠
や、具体的にどのような負担等により達成が困難となっているのか示されていないため、支援水準の引き上げに関
する妥当性の検証を十分に行うことが出来ない。他地域においては、急速充電器の着実な普及が進んでおり、日本
全国では約１０００基の設置が行われているところ、当該地域において特に普及が困難である根拠をお示しいただき
たい。

b 支援水準の引き上げに関する妥当性の検証に必要な情報等について精査を行うとともに、工事費を含め地域のＳＳ
が充電器を設置するために必要な支援内容について検討を進めるので、再度協議させていただきたい。

経済産業省から、ハイパーエネルギース
テーションが普及しない根拠を指定自治体
が再度検討すべきであるとの見解が示さ
れ、これについて指定自治体が了解してい
ることから協議終了。指定自治体は根拠に
ついて引き続き検討の上、秋頃までに再
度協議を行うものとする。

Ⅴ

80 次世代自動車・スマー
トエネルギー特区

ハイパーエネル
ギーステーション
の普及

ガソリン、軽油、天然ガスに加え、
電気自動車（EV）用の電気の充電
や水素燃料電池自動車（FCV）用の
水素の充填が可能なハイパーエネ
ルギーステーションを整備する。

補助率、上限額の引上げ（補助
率1/4⇒8/10、上限750万円程
度⇒2,400万円）を求める。

C

前回回答した通り、今回の東日本大震災では、ＳＳにおいて太陽光発電システムが有効に稼働しなかった例がある
ことを踏まえ、災害時のエネルギー供給拠点という観点からは、太陽光発電システムの設置を支援することは最適
ではないと考えるため、いただいたご提案どおりの対応はできない。ただし、上記の観点から、現行の自家発電機の
設置の支援を活用することは可能である。
また、ＳＳの低炭素化のための太陽光発電設備や蓄電池の設置については、自家消費型の太陽光発電システムや
定置用リチウムイオン蓄電池の導入についての現行の補助制度を活用していただきたい。

a
担当省庁から、災害対応のための自家発電機の設置並びにＳＳの低炭素化のための太陽光発電設備や蓄電池の
設置については、現行の補助制度を活用することが可能との回答があったため、それらの活用によるハイパーエネ
ルギーステーションの普及について推進することとする。必要に応じて、適宜相談等には対応いただきたい。

経済産業省から、災害対応のための自家
発電機の設置並びにSSの低炭素化のた
めの太陽光発電設備や充電池の設置につ
いては、現行の自家発電機の設置支援の
活用により対応可能との見解が示され、指
定自治体も同意したことから協議終了。た
だし、要望が実現できないことが明らかと
なり、指定自治体が再協議を希望する場
合は経済産業省と改めて協議を行うものと
する。
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81 次世代自動車・スマー
トエネルギー特区

ハイパーエネル
ギーステーション
の普及

ガソリン、軽油、天然ガスに加え、
電気自動車（EV）用の電気の充電
や水素燃料電池自動車（FCV）用の
水素の充填が可能なハイパーエネ
ルギーステーションを整備する。

工事費の補助の創設を求め
る。
補助率9/10、上限額3億6,000
万円（CNGスタンドの建設費に
対する補助制度の創設時と同
様）。

A
水素充填設備の設置に対する支援については、燃料電池自動車の本格導入や、水素ステーションの全国展開を踏
まえて今後検討する必要があると考えているが、今後の支援施策はこれまでの研究開発や実証事業の結果を基に
検討していくべきであり、2015年以降の燃料電池自動車の普及見通し、水素ステーションのビジネスとしての成立性
及び適正な官民の役割分担の観点も踏まえ、現在検討を行っているところ。

a
2015年からの燃料電池自動車の普及開始に向けて、水素ステーションを先行整備する必要があることから、早期に
今後の支援施策について明らかにしていただきたい。また、平成25年度の概算要求については準備を進めたいの
で、適宜相談等には対応いただきたい。

経済産業省から、水素スタンドの建設に関
する補助について検討する旨の見解が示
され、今後、指定自治体の要望の実現に
向け対応することについて指定自治体が
了解しているため協議終了。経済産業省
は、概算要求等に向け、指定自治体と適
宜情報交換等を行い対応すること。

Ⅱ

提案事項名

国際戦略総合特別区域及び地域活性化総合特別区域における財政上の支援措置の改善提案に対する国と地方の協議の結果について（再書面協議）

整理番号 総合特区名称
内閣府再整理（コメント欄）

（7/31時点）

内閣府再整理
Ⅰ～Ⅴ
Ⅰ：実現が可能となった
もの
Ⅱ：平成25年度概算要求
等の検討がなされるもの
Ⅳ：見解の相違から協議
を一旦終了するもの
Ⅴ：自治体が再検討又は
取り下げるもの等

国と地方の協議【再書面協議】　(7/31時点）
（対応欄　Ａ：概算要求等として引き続き検討（全国展開、特区含む。）、Ｂ：現行制度で対応可能、C：対応しない、Ｚ：指定自治体が検討）

国と地方の協議【再書面協議】　指定自治体の回答（7/31時点）
（対応　a：了解、b：条件付き了解、c：受け入れられない、d：その他）

提案事項の具体的内容（１） 提案事項の具体的内容(2)



内閣官房　地域活性化統合事務局

担当省庁
担当課

根拠法令 対応 理由・根拠となるデータ・法令解釈・条件/代替案の内容とその妥当性・論点など 対応 理由等

総合特区名称整理番号

国際戦略総合特別区域及び地域活性化総合特別区域における財政上の支援措置の改善提案に対する国と地方の協議の結果について（書面協議）

内閣府整理（コメント欄）
（4/3時点）

内閣府整理
Ⅰ～Ⅳ
Ⅰ：実現が可能となったもの
Ⅱ：実現に向けた条件、代替
案等の検討を継続して行うも
の
Ⅲ：実現不可能なため、各省
に対して深堀の検討を依頼
するもの
Ⅳ：指定自治体で代替案を
含む提案内容の再検討を行
うもの

提案事項名 提案事項の具体的内容（１） 提案事項の具体的内容(2)

国と地方の協議【書面協議】　担当省庁の見解（3/9時点）
（対応欄　Ａ：概算要求等として引き続き検討（全国展開、特区含む。）、Ｂ：現行制度で対応可能、Ｃ：対応しない、Ｚ：指定自治体が検討）

国と地方協議【書面協議】　指定自治体の回答（3/22時点）
（a:了解　ｂ：条件付き了解　ｃ：受け入れられない　ｄ：その他）

82 次世代自動車・スマー
トエネルギー特区

ハイパーエネル
ギーステーション
の普及

ガソリン、軽油、天然ガスに加え、電
気自動車（EV）用の電気の充電や
水素燃料電池自動車（FCV）用の水
素の充填が可能なハイパーエネル
ギーステーションを整備する。

ハイパーエネルギーステーショ
ンの運営経費に対する補助（設
置当初5年間を期限）の創設を
求める。

燃料電池推
進室・自動
車課・石油
流通課

C
過去における同様事業に対して運営経費を支援したことが国への継続的な依存に対す
る期待を促してしまい必ずしも当該事業の自立化の進展に繋がらなかった事例を勘案
し、事業者の努力によりステーションの早期の自立的運営を促すためには、運営経費の
支援以外の方法を考える方が得策であるとの判断により、いただいたご提案どおりの対
応はできない。

b
水素ステーションの設置には、その事業決定から１年を超える期間を要することから、地域における2015年の開業に向けては2013年の事業決定が必要と考えてい
る。その事業決定のためには、設置主体の経営判断の材料として国の支援が重要な要素となることから、2013年からの運用に向けて「運営経費の支援以外の方
法」の具体的な内容を明らかにするとともに、4大都市圏を中心に、事業者による設置の意向等を十分に踏まえた予算措置を求める。

運営経費以外の方法に
ついて、その具体的な
内容の提示を含め、引
き続き協議を行う。

Ⅲ

84 次世代自動車・スマー
トエネルギー特区

スマートホーム・コ
ミュニティーの普
及

太陽光発電システム、水素燃料電
池等を備え、地域でEVを共有し蓄電
池としても活用するスマートホーム
が立ち並ぶ街区を整備し、街区内の
住宅同士がエネルギーを共有し合う
エネルギー的に災害に強い街づくり
を推進する。

地域エネルギーマネジメントシス
テム構築に要する費用（監視・制
御機器等）を対象に、上限額1億
円の交付金の創設を求める。

国土交通省
市街地整備
課

先導的都市環境形成促進事業制度要綱（平成
21年4月1日国土交通省都市・地域整備局長通
知）
先導的都市環境形成促進事業費補助金交付
要綱（平成20年4月1日国土交通省都市・地域
整備局長通知）

B
　さいたま市が提案するスマートホーム・コミュニティーの普及のうち、地域エネルギーマ
ネジメントシステムの構築にかかる計画策定等については、既存制度である国土交通
省所管の先導的都市環境形成促進事業にて、支援が可能と考えられる。
　なお、システム提案への支援については、事業の詳細が明らかにならないと判断が出
来ない。

a - - Ⅰ

84 次世代自動車・スマー
トエネルギー特区

スマートホーム・コ
ミュニティの普及

太陽光発電システム、水素燃料電
池等を備え、地域でEVを共有し蓄電
池としても活用するスマートホーム
が立ち並ぶ街区を整備し、街区内の
住宅同士がエネルギーを共有し合う
エネルギー的に災害に強い街づくり
を推進する。

地域エネルギーマネジメントシス
テム構築に要する費用（監視・制
御機器等）を対象に、上限額1億
円の交付金の創設を求める。

資エ庁
新産業・社
会システム
推進室

C
導入段階にある家庭エネルギーマネジメント、ビルエネルギーマネジメントと異なり、地
域エネルギーマネジメントシステムは実証段階で技術が確立しておらず、現時点では市
販もされていないため、導入補助対象とすることは困難。

a - - Ⅰ



内閣官房　地域活性化統合事務局

対応 理由・根拠となるデータ・法令解釈・条件/代替案の内容とその妥当性・論点など 対応 理由等

提案事項名

国際戦略総合特別区域及び地域活性化総合特別区域における財政上の支援措置の改善提案に対する国と地方の協議の結果について（再書面協議）

整理番号 総合特区名称
内閣府再整理（コメント欄）

（7/31時点）

内閣府再整理
Ⅰ～Ⅴ
Ⅰ：実現が可能となった
もの
Ⅱ：平成25年度概算要求
等の検討がなされるもの
Ⅳ：見解の相違から協議
を一旦終了するもの
Ⅴ：自治体が再検討又は
取り下げるもの等

国と地方の協議【再書面協議】　(7/31時点）
（対応欄　Ａ：概算要求等として引き続き検討（全国展開、特区含む。）、Ｂ：現行制度で対応可能、C：対応しない、Ｚ：指定自治体が検討）

国と地方の協議【再書面協議】　指定自治体の回答（7/31時点）
（対応　a：了解、b：条件付き了解、c：受け入れられない、d：その他）

提案事項の具体的内容（１） 提案事項の具体的内容(2)

82 次世代自動車・スマー
トエネルギー特区

ハイパーエネル
ギーステーション
の普及

ガソリン、軽油、天然ガスに加え、
電気自動車（EV）用の電気の充電
や水素燃料電池自動車（FCV）用の
水素の充填が可能なハイパーエネ
ルギーステーションを整備する。

ハイパーエネルギーステーショ
ンの運営経費に対する補助（設
置当初5年間を期限）の創設を
求める。

C
前回回答した通り、過去における同様事業に対して運営経費を支援したことが国への継続的な依存に対する期待を
促してしまい必ずしも当該事業の自立化の進展に繋がらなかった事例を勘案し、事業者の努力によりステーション
の早期の自立的運営を促すためには、運営経費の支援以外の方法を考える方が得策であるとの判断により、いた
だいたご提案どおりの対応はできない。
なお、運営経費以外に係る施策については現在検討しているところ。

b
設置主体の経営判断の材料として国の支援が重要な要素となることから、「運営経費の支援以外の方法」の具体的
な内容について早期に結論を出し、4大都市圏を中心に、事業者による設置の意向等を十分に踏まえた早期の予算
措置をお願いしたい。

経済産業省から、ハイパーステーションの
運営経費の支援については、対応が困難
であるとの見解が示され、指定自治体が
了解していることから協議終了。なお、経
済産業省での運営費以外に係る施策の検
討が進んだ段階で、指定自治体に情報提
供すること。

Ⅴ

84 次世代自動車・スマー
トエネルギー特区

スマートホーム・コ
ミュニティーの普
及

太陽光発電システム、水素燃料電
池等を備え、地域でEVを共有し蓄
電池としても活用するスマートホー
ムが立ち並ぶ街区を整備し、街区
内の住宅同士がエネルギーを共有
し合うエネルギー的に災害に強い
街づくりを推進する。

地域エネルギーマネジメントシ
ステム構築に要する費用（監
視・制御機器等）を対象に、上
限額1億円の交付金の創設を
求める。

- - - -

国土交通省から、地域エネルギーマネジメ
ントシステムの具体的な事業内容について
指定自治体が再度検討すべきであるとの
見解が示され、これについて指定自治体
が了解していることから協議終了。指定自
治体は具体的な事業内容の検討を進め、
再度協議を行うものとする（次年度になる
見込み）。

Ⅴ

84 次世代自動車・スマー
トエネルギー特区

スマートホーム・コ
ミュニティの普及

太陽光発電システム、水素燃料電
池等を備え、地域でEVを共有し蓄
電池としても活用するスマートホー
ムが立ち並ぶ街区を整備し、街区
内の住宅同士がエネルギーを共有
し合うエネルギー的に災害に強い
街づくりを推進する。

地域エネルギーマネジメントシ
ステム構築に要する費用（監
視・制御機器等）を対象に、上
限額1億円の交付金の創設を
求める。

- - - -

経済産業省から、地域エネルギーマネジメ
ントシステムの具体的な事業内容について
指定自治体が再度検討すべきであるとの
見解が示され、これについて指定自治体
が了解していることから協議終了。指定自
治体は具体的な事業内容の検討を進め、
再度協議を行うものとする（次年度になる
見込み）。

Ⅴ
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